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食品衛生課 

  

食品衛生課は、食品衛生法に基づく食品等検査機関の登録及び監督、農林水産物及び

食品の輸出の促進に関する法律に基づく輸出食品取扱施設の認定及び衛生証明書の発

行、健康増進法に基づく虚偽誇大広告等の表示に関する業務を行っています。また、大

規模食中毒が発生した際の国・自治体との連絡調整、食品の安全確保に関するリスクコ

ミュニケーションの実施など、地域の皆様の食の安全と安心を確保するための役割を担

っています。 

 

１．輸出食品に係る業務について 

 

（１） 概要 

令和２年４月１日施行の「農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律（令和

元年 11 月 27 日法律第 57 号。以下「輸出促進法」という。）」に基づき、衛生

証明書（各国が求める衛生条件を証明する文書）の発行、輸出施設の

認定及び立入検査を実施しています。  

ア  輸出水産食品に関する業務（輸出国別の概要） 

（ア）韓国向け輸出水産食品 

輸出促進法に定められる要綱（開始通知：韓国向け輸出水産食品の取扱

いについて（平成２３年６月７日付食安発０６０７第１号））に基づいて、

韓国へ輸出する水産食品（フグ類を除く冷凍食用鮮魚類頭部及びフグ類を

除く冷凍食用鮮魚介類内臓）を加工等する施設の認定等手続きや、必要に

応じ認定施設の立入検査を実施するほか、衛生証明書の発行を行っていま

す。 

（イ）中国向け輸出水産食品 

輸出促進法に定められる要綱（開始通知：中国向け輸出水産食品の取扱

いについて（平成２５年１０月１７日付食安発１０１７第 1号））に基づ

いて、中国へ輸出する水産食品（食用の水産動物（活水産動物を除く。）

及び藻類並びにそれらの加工品）を加工等する施設の認定等手続きや、必

要に応じ認定施設の立入検査を実施するほか、都道府県等衛生部局及び地

方厚生局にて衛生証明書の発行を行っています。 

中国向け輸出水産食品の衛生証明書については、中国側が ALPS 処理水

の問題により受入を停止したため、令和 5 年 8 月以降、当局を含めた衛

生証明書発行機関は発行を停止しています。現在本省等と中国側で協議中

であり、現時点で衛生証明書の発行の他、施設の新規認定・変更も停止し

ています。 



 

 

東 海 北 陸 厚 生 局 事 業 年 報 （ 令 和 ６ 年 度 ）  

 

67 

67 

（ウ）ブラジル向け輸出水産食品 

       輸出促進法に定められる要綱（開始通知：ブラジル向け輸出水産食品の

取扱いについて（平成２１年６月２２日付食安発０６２２００５号））に

基づいて、ブラジルへ輸出する水産食品（食用の水産動物及びそれらの加

工品）を加工等する施設の認定等手続きや、衛生証明書の発行及び認定さ

れた施設に対して１年に１回以上の立入検査、指導等を実施しています。 

（エ）ＥＵ向け輸出水産食品 

輸出促進法に定められる要綱（開始通知：対ＥＵ輸出水産食品の取扱い

について（平成２１年６月４日付食安発第０６０３００１号））に基づい

て、ＥＵ諸国へ輸出する水産食品を加工等する施設の認定等手続きや都道

府県等及び地方厚生局が認定した施設に対して６か月に１回以上の立入

検査、指導等を実施しています。 

（オ）米国向け輸出水産食品 

輸出促進法に定められる要綱（開始通知：対米輸出水産食品の取扱いに

ついて（平成２０年６月１６日付食安発第０６１６００３号））に基づい

て、米国へ輸出する水産食品を加工等する施設の認定等手続きや都道府県

等及び地方厚生局が認定した施設に対して必要に応じ立入検査、指導等を

実施しています。 

 

イ  輸出食肉に関する業務 

   牛肉を米国へ輸出する場合は、輸出促進法に定められる要綱（開始通知：

対米輸出食肉を取り扱うと畜場等の認定について（平成２年５月２４日付衛

乳第３５号））に基づいて、米国政府が規定する施設の構造設備、衛生管理

及び検査等の要件に適合すること、並びにこれらの適正な実施が米国政府の

査察により確認されることが必要です。また米国と同様に、カナダ、香港、

アルゼンチン、ウルグアイ、オーストラリア、台湾、アラブ首長国連邦、マ

カオ、タイ、EU 等、メキシコ、シンガポール、ベトナム、ニュージーランド、

フィリピン、カタール、インドネシア、ロシア等、バーレーン、ミャンマー、

ブラジル、マレーシア及びサウジアラビアについて、それぞれ輸出牛肉に関

する取扱要綱が定められており、これらの国への輸出の際にはそれぞれの要

綱に基づく施設認定及び取扱いが必要になります。 

東海北陸厚生局では、食肉輸出施設の認定準備作業として申請者及び都道

府県等との事前相談、認定に関する厚生労働本省との連絡調整、輸出先国担

当者の査察への同行等を実施しています。さらに、施設が認定された場合に

は、輸出先国の要綱に基づき、月１回の定期的な立入検査を実施しています。

その立入結果について都道府県等へ通知し、施設を指導するとともに、立入

結果及び改善措置については、厚生労働本省へ報告しています。 

東海北陸厚生局管内では１施設（岐阜県）が米国、カナダ、EU、香港、オ

ーストラリア等への輸出食肉施設として認定されています。 
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  ウ  その他の輸出食品に関する業務 

（ア）ＥＵ向けゼラチン及びコラーゲン 

輸出促進法に定められる要綱（開始通知：対 EU 輸出ゼラチン及びコラ

ーゲンの取扱いについて（令和元年５月 13 日付生食発 0 5 1 3 第１

号））に基づいて、厚生労働本省が認定した施設に対して１年に１回以上

の立入検査、指導等を実施しています。 

（イ）シンガポール向け輸出家きん肉､家きん肉製品及び家きん卵製品 

       輸出促進法に定められる要綱（開始通知：対シンガポール輸出家きん肉､

家きん肉製品及び家きん卵製品の取扱いについて（令和元年５月 31 日付

生食発 0531 第６号・元消安第 495号））に基づいて、厚生労働本省が

認定した施設に対して１年に１回以上の立入検査、指導等を実施していま

す。 

（ウ）輸出食肉製品（EU 等、シンガポール及び台湾向け） 

輸出促進法に定められる要綱（令和２年４月１日制定）に基づいて、地

方厚生局が認定した施設について３年に１回以上の立入検査、指導等を実

施しています。なお、本要綱における認定要件は、各国向けの共通要件で

あるため、食肉製品を輸出するにあたっては、輸出先国別に定めた輸出食

肉製品の取扱要綱に基づく認定を受ける必要があります。 

 

（２）実績  

ア  輸出水産食品 

（ア）衛生証明書の発行件数 

 令和４年度  令和５年度  令和６年度  

韓国向け輸出水産食品 408 418 345 

中国向け輸出水産食品 47 37 0 

台湾向け輸出水産食品 1＊  ―  ―  

ブラジル向け輸出水産食品 15 9 6 

＊台湾向け輸出水産食品の衛生証明書発行業務は令和 4 年 7 月 1 日より地方農政局へ移管

されています。 

 

（イ）施設認定の件数 

 令和４年度  令和５年度  令和６年度  

ＥＵ向け輸出水産食品施設 0 0 1 

米国向け輸出水産食品施設 0 0 0 

韓国向け輸出水産食品施設 0 2 0 

中国向け輸出水産食品施設 3 0 0 

ブラジル向け輸出水産食品施設 0 0 2 
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（ウ）立入検査の件数 

 
施設数 

立入検査件数 

令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ＥＵ向け輸出水産食品施設 4 8 8 10 

米国向け輸出水産食品施設 8 6 6 8 

韓国向け輸出水産食品施設 52 0 0 5 

中国向け輸出水産食品施設 103＊ 5 1 0 

ブラジル向け輸出水産食品施設 3 3 3 3 

＊令和７年３月 31 日現在の東海北陸厚生局が施設認定機関となる施設数を示します。 

 

イ 輸出食肉 

立入検査の件数 

 
施設数 

立入検査件数 

令和４年度 令和５年度 令和６年度 

食肉輸出認定施設 
（米国向け等） 

1 13 13 13 

＊立入検査の件数には、年 1 回実施している食肉衛生検査所に対する立入検査件数も含みます。 

 

ウ その他の輸出食品 

立入検査の件数 

 
施設数 

立入検査件数 

令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ＥＵ向けゼラチン及びコラーゲン認

定施設 
2 2 2 2 

シンガポール向け輸出家きん肉、家

きん肉製品、家きん卵製品認定施設 
1 1 1 1 

輸出食肉製品（シンガポール及び台

湾向け） 
1 1 0 0 
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２．食品衛生法に基づく登録検査機関の登録及び監督について 

 

（１）概要 

食品衛生法の規定により、食品等の製品検査を実施する検査機関は厚生労働大臣

の登録を受ける必要があり、登録の基準（食品衛生法第３３条第１項）に適合する

とともに、製品検査の業務管理の基準（食品衛生法施行規則第４０条）に規定され

る方法で製品検査を実施しなければなりません。 

東海北陸厚生局では、検査機関の登録、立入検査、指導監督、業務規程認可、適

合命令等の業務を実施しています。 

管内の登録検査機関は、管内を本部とする登録検査機関が 12機関（うち１機関

は 2 施設）、本部を他局に持つ登録検査機関の施設が 3 施設で、合計 15 機関・

１６施設となっています（令和７年 3 月現在）。 

 

（一口メモ）～ 製品検査 ～ 

厚生労働大臣や都道府県知事が食品衛生上の危害の発生を防止するため、必要があると認める

とき、それらの命令によって実施される検査等をいいます。 

例えば、食品を輸入しようとする場合に食品衛生法違反の可能性が高いと判断されるものにつ

いて、厚生労働大臣の命令により輸入事業者が食品衛生法に基づく登録検査機関に依頼して実施

する検査があります。 

 

（２） 実績 

ア 新規登録等の状況（件数） 

  令和４年度 令和５年度 令和６年度 

登 録 
新 規 0 0 0 

更 新 0 6 1 

業 務 規 程 
新規認可 0 0 0 

変更認可 4 6 5 

製品検査業務の休止または廃止 － 0 1 1 

   

  イ 立入検査の実績（件数） 

 令和４年度  令和５年度  令和６年度  

件 数 18 17 16 

 

  ウ 登録検査機関業務管理担当者研修会の開催 

前年度の立入検査で確認された指摘事項について、管内の登録検査機関の担当

者にフィードバックし、信頼性確保の自主的な改善を促しています。 

なお、令和 2 年度から令和６年度は書面開催に変更して実施しています。 
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３．健康増進法に基づく虚偽誇大広告等の表示の監視指導について 

 

（１）概要 

「健康増進法」において食品の広告等が健康保持増進効果について、著しく事実

と異なる表示または著しく人を誤認させるような表示を行ってはならないと規定

されています。 

東海北陸厚生局では、都道府県等と連携して営業者の指導を実施しています。 

 

（２）実績（件数） 

 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

自 治 体 に お け る 監 視 指 導 65 126 45 

行 政 措 置 ０ ０ 0 

 

  


